
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2017年3月3日

※基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして算出しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年4月27日基準（愛称：ＵＳ リバイブ）

運用実績

基準価額 9,775円 前月末比 ＋261円

金額 比率

外国株式 585

622百万円

16 2.6％

マザーファンド

純資産総額

96.6％

米国中小型割安株・
マザーファンド 606 97.4％

現金等

期間収益率

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月
-2.25％ 2.74％ -5.27％ -4.20％ -0.42％

－

収益分配金（税引前）推移

決算期 第1期 － －
決算日 2018/3/5 － －

分配金 0円 － －

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）

本ファンド
金額 比率

現金等 21 3.4％
※比率は、純資産総額に対する割合です。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。
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※業種別構成比率は、純資産総額に対する割合です。 ※比率は純資産総額に対する割合です。
※記載の比率は、四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

# #

※為替レートは、一般社団法人投資信託協会が発表する対顧客
※電信売買相場仲値を採用しています。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

109.35円 ＋2.93％上昇

追加型投信／海外／株式

為替（米ドル／円）の推移

当月末 月間騰落率

運用資産の状況 （本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。）

業種別構成比率 組入上位10銘柄
銘柄名 比率

1 コーン・フェリー・インターナショナル 1.59％

2

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年4月27日基準（愛称：ＵＳ リバイブ）

オリオン・エンジニアード・カーボンズ 1.32％

3 ユナイテッド・コミュニティ・バンクス 1.30％

デラックス 1.29％

4 ヒル・ロム・ホールディングス 1.30％

5 エンコンパス・ヘルス 1.29％

※ 本ファンドの主要投資対象である米国中小型割安株・マザーファンドは、アリアンツ・グローバル・インベスターズU.S.LLCに運用を再委託しています。

8 メタネックス 1.26％

組入銘柄数 106銘柄

9 バースーム・マテリアルズ 1.24％

10 MKSインスツルメンツ 1.22％

6 コンフォート・システムズUSA 1.29％

7
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※コメントに記載のある企業は、ファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年4月27日基準（愛称：ＵＳ リバイブ）

　世界各地でステーキハウスのチェーン店経営を手掛けるルースズ・ホスピタリティ･グループは、発表された四半期決算の結果が事前の市場予想を
上回るものだったことから上昇し、寄与度上位銘柄となりました。好調な既存店売上高が好業績の主因となりました。

　ボードウォーク・パイプライン･パートナーズは、同社経営陣が直近の米国連邦エネルギー規制委員会（FERC）の税制政策変更や米国の税制
改革にあわせ、事業形態をMLP（マスター・リミテッド・マートナーシップ）からC-Corp（Cコーポレーション）へと変更することを検討していると報道
されました。加えて同社のジェネラル・パートナーであるLoews Corporation（ロウズ・コーポレーション）は償還を実施し、発行済株式のすべてを
買い取ることを検討しています。

　情報技術サプライチェーン企業のシネックスは、市場予想をやや上回る四半期決算を発表したものの、同社経営陣がシステム・デザイン＆インテグ
レイション事業の利益率低下予想などを理由に控えめな業績見通しを示したことが投資家の失望感を誘い、下落しました。

　カリフォルニア州サンタアナを拠点とし、不動産事業会社や住宅ローン会社などに権原保険や決済サービスを提供するファースト・アメリカン・ファイナ
ンシャルは下落し、マイナス要因となりました。金利上昇懸念が投資家心理の悪化につながりました。2018年第1四半期の決算では、利益水準な
どは市場予想と同水準でしたが、売上高は市場予想を下回りました。

　当月は2銘柄を新規で購入し、2銘柄を全売却としました。

　ハワイで最も歴史の長い、そして最大級の金融機関であるファースト・ハワイアンについて、割安だと判断したことから新規で購入しました。同社経
営陣は第1四半期中に1株あたり四半期配当金を0.22ドルから0.24ドルへと9.1％引き上げています。

　米国政府機関などへのサービス提供を手かげるITソリューション企業のCSRAは、2月12日に防衛大手のゼネラル・ダイナミクスによる買収で合意
したことを発表したことから、当月に同社株のポジションを解消しました。

当月の市場動向及びファンドの運用状況

当月の市場動向

ファンドの運用状況

※下記のコメントは、本ファンドのマザーファンドにおいて実質的な運用を行っているアリアンツ・グローバル・インベスターズからのコメントです。

　当月の米国株式市場は、発表された企業業績が株式市場の支援材料となりわずかに上昇したものの、他の主要先進国の上昇率には劣後する
結果となりました。また、S&P500指数構成銘柄に該当する企業のうち約半数が決算を発表する中、FactSet社の調査によると、企業業績の成
長率は2010年第3四半期以来の高水準に達しているとのことです。しかしながら、原材料価格の上昇や労働市場のタイト化を背景に、利益率が
ピークに到達した可能性があるとの懸念が投資家心理の重石となりました。

　対照的に米連邦準備制度理事会（FRB）議長としてはじめての演説の中で、パウエル氏は労働市場は“過度にタイト化”してはおらず、“漸進
的な”利上げを支持するものだと示唆しました。しかし、公開された直近の米連邦公開市場委員会（FOMC）の議事録では、政策立案者らがイ
ンフレ率が目標水準に到達するとより強気な見方をしてきてることから、政策金利を“やや引き締めに”転換する必要があることを示唆するものとなり
ました。
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※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

※下記のコメントは、本ファンドのマザーファンドにおいて実質的な運用を行っているアリアンツ・グローバル・インベスターズからのコメントです。

　2018年1-3月期ではS&P500指数は2015年以来となる四半期でのマイナスリターンとなり、10%を超える調整局面としては2016年以来の
出来事となりました。投資家の心情・心理が新しい報道に左右されたことで2018年の最初の3ヵ月は先行き不透明感が市場に蔓延し、ボラティリ
ティが急上昇しました。

　しかしながら、市場や投資家らは金融･財政政策の変更、規制環境の変化、世界的な緊張の高まりといったことを織り込んでいることから、株式に
対する期待は存続しています。また、新しい税制改革法案や世界的な経済回復に連動することなどから、米国経済は引き続き好調です。企業業
績の見通しも明るく、S&P500指数の企業平均では2017年10-12月期の収益が前年同期比で15％程度改善しています。2018年通年のセ
ルサイド・アナリストの企業収益に対する予想は19％程度となっています。これは税制改革が企業業績を更に押し上げるとの楽観的な見方も一因
となっているようです。

　多くの市場参加者は、ボラティリティの上昇や企業業績の見通しなどにより、絶えず変化し続ける市場環境に対峙しているため、ファンダメンタルズ
の調査や企業業績予想を評価することに尽力しているアクティブな運用会社に対する重要性がかつて無いほどに高まっています。当戦略の運用チー
ムは、これまでの株価が堅調に推移している銘柄で、かつボラティリティが穏やかな銘柄群を探求しつつ、配当水準と株価水準の二つを鑑みた上
で、魅力的な銘柄に投資します。

　この先の株式市場が調整局面を迎えるのか否かを予測することは困難ではあるものの、当戦略の投資家の皆様に、株価の上昇局面には追随し
下落局面ではダウンサイドプロテクションをもたらすような魅力的な株価水準のポートフォリオをご提供すべく尽力して参ります。

今後の見通しと運用方針

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年4月27日基準
追加型投信／海外／株式

（愛称：ＵＳ リバイブ）
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※比率は純資産総額に対する割合です。
※事業紹介は本ファンドのご理解を深めていただくために作成したものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
※上表に記載の内容は基準日現在のものであり、将来予告なく変更する場合があります。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

《ご参考》 －組入上位10銘柄の概要－

事業紹介
比率

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年4月27日基準
追加型投信／海外／株式

（愛称：ＵＳ リバイブ）

5
米国並びにプエルトリコで事業を展開する企業。入院専門のリハビリ病院、在宅看護仲介事業などのヘルスケア・サービスを手掛ける。

4 世界100カ国以上で事業を展開している医療機器メーカー。臨床転帰や経済的効果の改善につながるような患者治療のソリューション提
供に注力。

3
1950年創立のジョージア州に拠点を置く地方銀行。個人・法人向けに、銀行商品ならびにサービスを提供している。

ユナイテッド・コミュニティ・バンクス（UNITED COMMUNITY BANKS) 銀行 1.30％

ヒル・ロム・ホールディングス（HILL-ROM HOLDINGS) ヘルスケア機器・サービス 1.30％

エンコンパス・ヘルス（ENCOMPASS HEALTH CORP) ヘルスケア機器・サービス 1.29％

8 世界のメタノール市場で高い市場占有率を持つ大手メーカー。カナダのバンクバーを拠点とし、チリ、エジプト、ニュージーランド、タイなど世界
各地で事業を展開している。

7 小切手印刷の大手企業であり、金融機関、中小企業、個人向けに関連サービスも提供。また、マーケティング・サーポート、ロゴデザイン等、
顧客獲得に向けたサービスも展開。

6
学校、博物館、高層ビル、病院、工場など、幅広い分野で冷暖房空調設備サービスを提供する会社。

コンフォート・システムズUSA（COMFORT SYSTEMS USA) 資本財 1.29％

デラックス（DELUXE) 商業・専門サービス 1.29％

メタネックス（METHANEX) 素材 1.26％

10 半導体デバイス等の製造プロセスにおけるパラメーターの測定・制御・分析を行う機器を製造・販売する企業。光学フィルタ、医療機器等の
幅広い分野にわたる製品も手掛ける。

9
2016年10月にエアー・プロダクツ・アンド・ケミカルズから分離した、半導体業界向けに材料を提供する大手企業。

バースーム・マテリアルズ（VERSUM MATERIALS) 半導体・半導体製造装置 1.24％

MKSインスツルメンツ（MKS INSTRUMENTS) 半導体・半導体製造装置 1.22％

コーン・フェリー・インターナショナル（KORN/FERRY INTERNATIONAL)

業種銘柄名（英語名称）

オリオン・エンジニアード・カーボンズ（ORION ENGINEERED CARBONS) 素材
2

カーボン･ブラック製造の世界的大手企業。塗料、印刷インク、ポリマー、天然ゴムなど幅広い用途向けに高性能の製品を提供している。

1
世界中でグローバル人材管理事業を展開。エグゼクティブ・リクルーティングを中心に、リーダーシップ開発、企業内教育等も手掛ける。

商業・専門サービス 1.59％

1.32％
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

ファンドの特色

追加型投信／海外／株式

この投資信託（以下「本ファンド」という場合があります。）は、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

（愛称：ＵＳ リバイブ）
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

※ 資金動向、市況動向、投資対象国の政治や経済情勢の変動、当該諸国の法規制等の変更、その他の要因等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式

ファンドの特色

（愛称：ＵＳ リバイブ）

アリアンツ・グローバル・インベスターズの米国運用子会社です。同社は、世界最大級の保険会社で
125年以上の歴史を持つアリアンツグループ傘下にあり、グローバルに資産運用業務を展開して
います。世界18カ国で事業展開、運用資産残高約64兆円。
また、米国テキサス州ダラスを拠点とする運用チーム※は、アリアンツ・グローバル・インベスターズ
の中でもバリュー株運用のプラットフォームとして重要な役割を担っており、10名の運用プロフェッ
ショナル（平均経験年数23年）が運用しています。運用資産残高約2兆円。

2017年9月末時点（運用資産残高は、1米ドル112.36円で換算）
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

（愛称：ＵＳ リバイブ）
追加型投信／海外／株式

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。
なお、デリバティブ取引については、社内規則に基づいて投資方針に則った運用が行われているか日々モニタリングを行っています。

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

投資リスク

基準価額の変動要因

本ファンドは、マザーファンド受益証券を通じて主に米国株式に投資を行います。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、基準価額は
変動します。また、外貨建て資産には為替リスクもあります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下
落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者に帰属します。また、投資信託は預貯
金と異なります。本ファンドの基準価額の主な変動要因は以下の通りです。なお、基準価額の変動要因は以下に限定されるものではありません。

主な変動要因

価格変動リスク

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドはその影響により株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。特に投
資する中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を
与える場合があります。

為替変動リスク
外貨建資産への投資については、為替変動による影響を受けます。本ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通
貨ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が対円で下落（円高）する場合、円ベースでの評価額は下落する
ことがあります。為替の変動（円高）は、本ファンドの基準価額を下げる要因となります。

信用リスク

リスクの管理体制

投資した株式について、発行者の経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化を含む信用状況等の悪
化は価格下落要因のひとつであり、これにより本ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

流動性リスク

株式を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制等により十分な流動性の
下での取引を行えない、または取引が不可能となるリスクのことを流動性リスクといい、本ファンドはそのリスクを伴います。例
えば、組み入れている株式の売却を十分な流動性の下で行えないときは、市場実勢から期待される価格で売却できない
可能性があります。この場合、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

その他の留意点

・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
・ 銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・ 収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

購入・換金申込
受付不可日

ニューヨークの証券取引所またはニューヨークの商業銀行のいずれかの休業日の場合には、購入・換金の受付を行いません。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

お申込みメモ

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額 （ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

換金単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額となります。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式
（愛称：ＵＳ リバイブ）

申込締切時間
原則として午後３時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込みとします。
なお、受付時間を過ぎてからのお申込みは翌営業日の受付分として取扱います。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約または換金の請求額が多額となる場合には制限を設ける場合があります。

購入・換金
申込受付の中止

及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金（解
約）の申込の受付を中止すること及びすでに受付けた購入・換金（解約）の申込の受付を取消す場合があります。

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

信託期間 無期限（設定日：平成29年3月3日）

繰上償還

次の場合等には、信託期間を繰り上げて償還となる場合があります。
・ 受益証券の口数が10億口を下回ることとなった場合
・ ファンドを償還させることが受益者のために有利であると認めるとき
・ やむを得ない事情が発生したとき

決算日 毎年3月5日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 毎決算時に収益分配方針に基づき分配を行います。
※販売会社によっては、分配金の再投資コースを設けています。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

課税関係
課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※税法が改正された場合には変更となる場合があります。

本資料のご留意点
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委託会社の報酬には、マザーファンドの運用指図に関する権限の一部の委託先への報酬（年0.69％）が含まれています。

投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：ＵＳ リバイブ）

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 購入申込金額に3.24％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

ファンドの日々の純資産総額に年1.9332％（税抜：年1.79％）を乗じて得た金額とします。運用管理費用（信託
報酬）の配分は下記の通りとします。なお、当該報酬は、毎計算期間の最初の6カ月終了日（休業日の場合は翌営
業日）及び毎計算期末または信託終了のときファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬） 年1.9332％ （税抜：年1.79％）

内
　
　
　
訳

委託会社 年1.1772％ （税抜：年1.09％）
（信託報酬）

販売会社

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

年0.7128％ （税抜：年0.66％）

受託会社 年0.0432％ （税抜：年0.04％）

その他費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用、開示書類等の
作成費用等（有価証券届出書、目論見書、有価証券報告書、運用報告書等の作成・印刷費用等）が信託財産
から差引かれます。なお、これらの費用は、監査費用を除き、運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限
額などを示すことができません。

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）
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販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

ＳＢＩ米国中小型割安株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式
（愛称：ＵＳ リバイブ）

○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第164号 ○ ○

■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
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